別表２（推進事業）


	事業実施主体名
	

	都道府県

市町村名
	

	構築するネットワークの名称
	


６次産業化ネットワーク活動交付金（推進事業）実施計画書

（１）事業の目的及び効果
①　事業の目的
②　事業の効果（価値連鎖・付加価値の拡大）
	


　注：別添可

　
（２）事業実施主体の概要及び添付資料
　　①　事業実施主体の概要
    　ア　名　称
    　イ　主たる事務所の所在地
　　　ウ　代表者名
　　　エ　構成員数
　　　オ　従業員数
　　　カ　設立年月日
　　　キ　所有施設の概要
　　②　添付書類
　　　ア　事業実施主体の概況

　　　（ア）定款又はこれに準ずる規約

　　　（イ）役員等名簿

　　　（ウ）事業計画、収支予算書及び収支決算書等

　　　イ　「６次産業化戦略・構想」の内容を確認できる資料
　　　ウ　認定総合化事業計画

　　　エ　認定農商工等連携事業計画

　　　オ　「地産地消促進計画」の内容を確認できる資料

　　　カ　「人・農地プラン」の内容を確認できる資料

キ　ＨＡＣＣＰ（高度化基盤整備を含む）の取組を確認できる資料

　　　ク　和食などを軸とする観光・食文化政策の展開に資する取組であることを確認できる資料

ケ　その他事業承認者が特に必要と認める書類

　　注：申請に際し必要な書類を添付すること。

（３）事業実施主体の組織体系図
	


（４）ネットワークに参画する農林漁業者・民間事業者、取組事業等の概要
	名称
	所在地
	代表者名
	取組事業
	概要

	
	
	
	
	


注１：総合化事業計画の認定を受けた者又は受ける見込みの者、農商工等連携事業計画の認定を受けた者又は受ける見込みの者については、概要欄に記入すること。別添可。

注２：新商品開発・販路開拓を実施する場合、推進会議の事業実施主体を経由して事業実施計画の承認申請を行うものとする。

（５）構築しようとするネットワークの姿
	


注：別添可。

（６）事業目標及び事業内容等
①　推進会議の開催

　　　ア　事業内容
（ア）推進会議の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


　　　　注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催ごとに記入すること。
（イ）推進会議資料の作成                                      
	実施時期
	内　容
	主な配布先・配布部数

	
	
	
	部


（ウ）ネットワーク構築に向けた計画・工程表等の作成
	作成時期
	内　容

	       　　　

	


注：作成した計画・工程表について配布する予定がある場合は、その配布先及び配布部数について記載すること。

②　プロジェクト調査・検討の実施
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


注１：目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。

注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

イ　事業内容
（ア）プロジェクト検討委員会の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


　　　　注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催ごとに記入すること。
（イ）活動資料の作成                                      
	実施時期
	内　容
	主な配布先・配布部数

	
	
	
	部


（ウ）プロジェクト調査の実施
	実施時期
	調査対象業種
及び人数
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	
	


（調査員等の設置）
	設置時期
	所属（役職）
	備　考

	
	
	


　　　　注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入すること。　
（エ）６次産業化に向けた計画・工程表等の作成
	作成時期
	内　容

	       　　　

	


　　注：作成した計画・工程表について配布する予定がある場合は、その配布先及び配布部数について記載すること。

③　プロジェクトリーダーの育成

　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


注１：目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。

注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　　イ　事業内容
　　　　　研修会参加
	研修名
	開催時期
	開催場所
	参加対象業種
及び人数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	


④　新商品開発・販路開拓支援事業
ア　事業目標
	（計画名）
（本事業着手に至る経緯）
（事業目標）



注１：複数年度にわたる事業計画については、新商品開発・商品化・販路開拓に取り組む計画とし、事業計画全体の事業目標を記入すること。
注２：事業目標には、開発する商品の具体的な特徴（開発する商品の新規性、活用する国産原材料又は製造工程の先進性や独自性等）、販路開拓の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（商品化による効果（売上高等））を明記すること。
注３：認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画に係る事業については、本項目を省略することができる。
　　

イ　事業全体計画
	事業計画期間（事業計画全体の期間を記入）

	開始年月：平成　　年　　月
終了年月：平成　　年　　月

	年度別事業概要

	年　度
	計　　画
	実　　績

	①平成　　年度
	
	

	②平成　　年度
	
	

	③平成　　年度
	
	


注１：年度別事業概要欄に、年度別（当年４月から翌年３月まで）の事業概要を記入すること。また、事業実施後は、実施年度ごとに実績欄に取組実績を記入すること。
注２：認定総合化事業計画及び認定農商工等連携事業計画に係る事業については、本項目を省略することができる。
　　【参考】事業計画全体における経費明細表（又は実績）
単位：千円
	事業年度
	事業に要する経費
（A）＋（B）
	交付金（A）
	自己負担金（B）

	①　平成　　年度
	
	
	

	②　平成　　年度
	
	
	

	③　平成　　年度
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　　 注：事業実施後は、実施年度ごとに実績額を記入すること。
ウ　平成　　年度の事業計画（又は事業実績）
　（ア）事業実施内容及び実施時期
	実施時期
	実施内容

	
	計　　画
	実　　績

	第１四半期

（４～６月）
	
	

	第２四半期

（７～９月）
	
	

	第３四半期

（10～12月）
	
	

	第４四半期

（１～３月）
	
	


注１：複数回実施する場合は、概要を記入すること。

注２：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　　

（イ）主要原料の取引を行う農林漁業者等の概要
	
	農林漁業者等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積等
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：直近年度の作付面積等、出荷量、販売額等を記入すること。

（ウ）開発する商品（又は開発した商品）の状況

　ａ　開発する新商品名（仮称を含む）及び概要

	新商品名
	概　　要
	計　　画
	実　　績

	
	
	
	

	
	
	
	


　　注１：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　注２：試作品の改良や分析を複数回実施する場合は、計画欄（実施報告時は実績欄）にその旨、記載すること（３回まで）。

　　ｂ　開発する新商品に関する検討状況

	
	検討状況
	実　　績

	仕入れ先の確保の状況
	
	

	製造過程における技術的課題
	
	

	販売価格の設定及びその考え方
	
	

	事業の実施体制
	
	

	その他
	
	


注１：検討状況欄には、計画策定時の検討状況を記入すること。

注２：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。
（エ）開発・製造・販路開拓等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、農林漁業者、開発・製造企業、研究機関、販路開拓する者等の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：連携に参画する農林漁業者・民間事業者等の名称及び役割を明記すること。

	開発、市場評価、販路開拓等に参画するスタッフの所属・役職名

	


（オ）新商品開発の実施

　　a　試作品の製造に関する資材の購入の内訳

	資材名
	購入量
	備考

	
	
	


b　成分分析の実施
	実施時期
	分析の種類・品目
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


　　　　注：開発商品の衛生、安全性、成分等を検査するための分析について記入すること。

（カ）消費者評価会の実施

	　　　　
	実施時期
	実施内容
	実施場所
	対象者
	試供品の作成・提供数

	計画
	
	
	
	
	

	実績
	
	
	
	
	


　　　　注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

　　　　

（キ）販路開拓の実施
　　　　　　商談会等への出展      
	
	開催時期
	開催名称
	開催内容
	開催場所
	来場対象者
	試供品の
作成・提供数

	計画
	
	
	
	
	      
	

	実績
	
	
	
	
	
	


注：実績欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。

（ク）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	うち契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


注１：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
注２：農林漁業者等が自ら商品開発に取り組む場合には、当該取組に使用される原料(自らの生産に係る農林水産物等）について記入すること。
ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。

⑤　新技術等の事業化実証

ア　事業の目的等

	※　本事業の実施により、どのような事業を展開し、農林水産業・農山漁村に関連する資源を活用した新産業の創出に関して、どのような成果を実現しようとする事業なのか記載。



イ　事業の背景となる市場ニーズ及びこれまでの取組

	※　取り組もうとする事業の背景となる市場ニーズを客観的データ等を踏まえて詳しく記載。

※　これまでの事業化に向けた取組の状況（事業化可能性調査等）あるいは事業化の可能性について、提案者又は連携先との間における、これまでの検討状況等を記載。




ウ　新技術等の事業化実証の事業内容

	


エ　新技術等の事業化実証の実施方法

	


オ　新技術等の事業化実証の実施体制

	　実施体制図
※　委託を行う団体がある場合は、団体の名称及び概要並びに委託業務の内容を具体的に記載。

※　農林漁業者や異業種・異業態の事業者間の連携の内容を図により具体的に記載（事業者の名称、主な担当者氏名、役割分担を記載）。


カ　新技術等の事業化実証の実施スケジュール

	


キ　新技術等の事業化実証の事業成果・効果

	


ク　新技術等の事業化実証の事業成果・効果の検証方法

	


ケ　事業目標（及び事業目標に対する実績）

	※　次年度以降の年間事業計画を記載。

※　上記年間事業計画に対して定量可能な事業目標を記載。

※　実績報告時には、事業目標に対する実績を併せて記載。


コ　期待される市場規模
	※　本事業の実施により創出しようとする産業について、期待される市場規模等について記載。


（７）成果目標
①　バリューシステムに係る取組（実需者・消費者へ商品価値の提示を行う取組等）

	


　注：別添可

②　イノベーションに係る取組（販路、価値、生産、原材料、組織の５つの分野で新結合を行う取組）

	


　注：別添可
③　地域経済への波及効果を及ぼす取組（競合商品・競合先がなく、地域経済（売上、所得、雇用）への波及効果を及ぼす取組）
	


　注：別添可
（８）行政施策等との関連性等
①　市町村戦略に基づいて当該市町村が行う取組であるか。
　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　該当しない
②　事業実施主体の所在する市町村で、「地産地消促進計画」を策定しているか（新商品開発・販路開拓の実施の場合、事業実施主体の所在する市町村で策定した「地産地消促進計画」に則した取組であるか。）
　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　該当しない
③　事業実施主体の所在する場所が、「人・農地プラン」の策定されている地域であるか。（新商品開発・販路開拓の実施の場合、事業実施主体が「人・農地プラン」の中心経営体に位置付けられているか。）
　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　該当しない
④　商品の製造工程においてＨＡＣＣＰ（高度化基盤整備を含む）を取り入れている（又は取り入れる見込がある）か。
　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　該当しない
⑤　和食などを軸とする観光・食文化政策の展開に資する取組である。
　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　該当しない
（９）平成○○年度６次産業化ネットワーク活動交付金事業費積算書（推進事業）　　　　　　　　　　　　　　　団体名：　　　　　　　　　　　　
	区分
	平成○○年度事業費
	備考（員数等の根拠）

	
	員数
	単価
	金額
	

	
	
	円
	千円
	

	合計
	
	
	
	



